
働き方改革
取り組みの必要性と
制度整備のポイント

働き方・休み方改善コンサルタント



働き方・休み方改善コンサルタントとは？

○ 経験豊富な社会保険労務士の中から任命された

「働き方・休み方改善コンサルタント」

○ 労働時間短縮のノウハウ等ワーク・ライフ・

バランスの取り組みに向けた電話相談

○ 企業への個別訪問によるアドバイス

○ 講習会への講師派遣等で

企業を支援

2



働き方・休み方改善コンサルタントとは？

〇 ワークショップの開催

講師の話から知識を習得するだけでなく、
参加者全員が各自の取り組み事例を発表し、
必要に応じてコンサルタントから助言を受け
ながら、問題解決方法について意見交換を行
う参加型の講習会です。

年間を通じて開催しています。
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働き方改革とは？
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時間に制約のある多様な人材が
活躍できる職場環境

（ワーク・ライフ・バランスの実現）

良い人材の確保・定着
企業イメージの向上

働き方
改革の
好循環

 モチベーションの向上
 時間意識の高まり
 健康の確保

生産性の向上

企業の成長

業績の向上



働き方・休み方改善の必要性 １

長時間労働や、休暇も

取れない生活が常態化する

・ メンタルヘルス不調の発生など、
生産性が低下する

・ 離職リスクの上昇や、企業イメージの

低下など、さまざまな問題を生じさせる
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働き方・休み方改善の必要性 ２

適切な労働時間で働き、

ほどよく休暇を取得する

仕事に対する社員の意識や

モチベーションを高めるとともに、

業務効率の向上にプラスの効果が

期待される。
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社員にメリット！



社員がより能力を発揮しやすい環境を整備する

企業全体の生産性を向上させ、収益の拡大や、
企業の成長・発展につながる

働き方・休み方改善の必要性 ３
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企業にメリット！



働き方改革の必要性 ≪まとめ≫
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 社員のために、そして企業経営の観点から
も、長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得
促進が求められている。

 働き方改革を実行し、ワーク・ライフ・バ
ランスを実現することで、充実した生活から
仕事上の良いアイデアが生まれる等、社員と
企業の双方にメリットがある。

 今後、少子化がますます深刻化していく中
で、優秀な人材を確保し、定着させる上にお
いても非常に重要な経営課題である。



フレックスタイム制度（労働基準法第32条の３）

１日の労働時間の長さを固定的に定めず、
３箇月以内の一定の期間の総労働時間の範囲
で、社員が自ら各日の労働時間を決め、その
生活と業務との調和を図りながら、効率的に
働くことができます。

社員が主体的に労働時間を決める制度です。
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フレックスタイム制の適正な導入のために（資料１）

フレックスタイム制のわかりやすい解説＆導入の手引き（資料１）

働



短時間勤務制度

就業意識の多様化が見られる中、ライフス
タイルやライフステージに応じた多様な働き
方を実現させます。

これまで、育児や介護をはじめとする様々
な制約によって就業を継続できなかった方々
の就業の継続や、就業の機会を得られなかっ
た方々の就業を可能にする働き方です。
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「短時間正社員制度」導入支援マニュアル（資料２）

働



勤務間インターバル制度

勤務間インターバルは、勤務終了から次の

勤務開始までに一定時間以上の「休息時間」
を設けることで、毎日、社員の生活時間や睡
眠時間を確保するものです。

日々、必ず一定の休息時間を取り入れるこ
とで、疲労の蓄積を防ぐこの考え方に、関心
が高まっています。
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勤務間インターバル制度導入事例（資料３）
ワーク・ライフ・バランスの実現のためには、労使の自主的な取組が重要で
す。（資料３）

働



時差出勤・朝型（ゆう活）の働き方

時差出勤とは、その日のスケジュールに合わ
せて始業・終業時刻を前倒し（後ろ倒し）にす
ることにより、効率的な働き方を実現するもの
です（１日毎の労働時間数は変わりません）。
朝型の働き方とは、明るい時間が長い夏の間

は、朝早くから働き始め、夕方には家族などと
過ごせるよう、夏の生活スタイルを
変革しようとするものです。
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夏の生活スタイル変革（ゆう活）について（資料４）

働



年次有給休暇の計画的付与制度

年次有給休暇の付与日数のうち、５日を除

いた残りの日数については、労使協定を結べ
ば、計画的に年次有給休暇取得日を割り振る
ことができる制度です。

この制度を導入することに
よって年次有給休暇が取り
やすくなると考えられます。
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「労働時間等見直しガイドライン」活用の手引（資料５）
年5日の年次有給休暇の確実な取得 分かりやすい解説（資料５）

休



時間単位での年次有給休暇制度

労使協定を締結することにより、年に５日を
限度として、時間単位（※）で年次有給休暇を
与えることができるようになります。

※ 30分単位など１時間未満の単位は認められません。

※ 時間単位で取得した年次有給休暇は、5日以上の取得義務の

判断において算入されません。

改正労働基準法のあらまし：年次有給休暇の時間単位付与（資料６）
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休



働き方・休み方改善ポータルサイト（資料７）

働き方・休み方改善ポータルサイトの活用
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サイトのリニューアル
でさらに使いやすく！



働き方・休み方改善ポータルサイトの活用

① 働き方や休み方に関する
問題の有無がわかる！

② 企業の人事労務担当者が
自社の状況をチェックするこ
とで、働き方や休み方に関す
る実態や課題が分析できる！

③ 自社の働き方や休み方の
改善に向けて、対策を検討す
るためのヒントが得られる！
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働き方・休み方改善指標の活用方法
2018年度版（資料８）



「働き方・休み方改善指標」には、企
業向けと社員向けに、それぞれレーダー
チャートとチェックリストがあります。
企業向けの指標を活用して、課題分析

を行っていただくと、診断結果に基づい
て企業として優先的に行うべき取組提案
が示されますので、自社の課題や取組内
容を分析・検討する際の参考としてくだ
さい。
また、社員向けの指標は、社員が自身

の働き方・休み方を自己診断するために
活用いただくほか、社員全体を対象とし
たアンケート調査等により、社員の職場
環境に対する認識や、日頃の仕事の進め
方等を把握し、職場において改善が必要
な取組を検討する際にも活用することが
できます。 17

「働き方・休み方改善指標」について

働き方・休み方改善指標による自己診断
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「企業向け」は、人事労務担当者が記入します。

「レーダーチャート」と「チェックリスト」の2つで構成されており、それぞれ企業の
人事労務担当者が記入します。企業全体だけでなく、特定の部署や職場を対象に診断を
行うことも可能です。働き方・休み方改善に向けた今後の対策を検討するため、労働時
間や休暇取得等の実態をデータに基づいて把握するとともに、関連する自社の仕組みや
制度の有無を再確認し、今後の取組の示唆を得ることを目的としています。

個々の企業に対する取組提案は、タイプ診断・チェックリストの結果に基づいて、必要
な取組が提案されるようになっています。

企業向け自己診断

「働き方・休み方改善指標」について

企業向け

レーダーチャート
（データ等による現状把握）

チェックリスト
（仕組みや取組の有無）

タイプ診断
・

取組提案
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「働き方・休み方改善指標」について

現状把握：レーダーチャート
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「働き方・休み方改善指標」について

取組チェック：チェックリスト
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「働き方・休み方改善指標」について

タイプ分類

タイプ分類

指標の状況

【１】
労働時間の長さ

【２】
休暇の取得状況

【３】
生産性の高いメリハ
リある働き方・休み

方

【４】
柔軟な働き方

【５】
時間制約のある社

員の活躍

① 働く時間の適正さ
② 労働時間に課題の

ある社員の状況

③ 休暇の取得状況
④ 休暇取得に課題の

ある社員の状況

⑤ 職場における生産
性

⑥ 定時退社の状況
⑦ 連続休暇の取得状

況

⑧ 在宅勤務・テレワー
クの利用状況

⑨ 勤務時間の柔軟化

⑩ 時間制約のある社
員の就業継続状況

１ 働き方・休み方共に課題あり
【１】～【５】すべて平均未満

２ 労働時間の長さに課題あり
【１】が平均未満

又は 又は 又は 又は

３ 年次有給休暇の取得に課題あり
【２】が平均未満（【１】は平均以上）

又は 又は 又は

４ メリハリある働き方・休み方に課題あり
【３】が平均未満（【１】【２】は平均以上）

又は 又は

５ 柔軟な働き方に課題あり
【４】が平均未満（【１】～【３】は平均以上）

又は

６ 時間制約のある社員の活躍に課題あり
【５】が平均未満（【１】～【４】は平均以上）

７ 働き方・休み方共に課題が少ない
【１】～【５】すべて平均以上
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「働き方・休み方改善指標」について

具体的な取組提案
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「社員向け」は全社員、あるいは改善の取組を推進しようとする職場や事業場・部門等
の社員が記入します。 社員本人が回答するものになりますので、社員アンケート調査
の形式で実施してもよいでしょう。

「レーダーチャート」と「チェックリスト」の2つで構成されており、全社員、あるい
は改善の取組を推進しようとする職場や事業場・部門等の社員が実施します。社員が自
身の働き方・休み方を確認し、また、職場の改善について考える際に活用できるツール
という位置づけに加えて、企業の人事労務担当者が働き方・休み方に関する社員の認識
や実態、職場の状況を確認することで、企業・社員の認識の違いや、企業・職場におけ
る取組の有効性を確認する際に活用することを目的としています。

社員向け自己診断

「働き方・休み方改善指標」について

社員向け

レーダーチャート
（データ等による現状把握）

チェックリスト
（自身の働き方・休み方の再確認）

工夫ポイント



働き方・休み方改善ポータルサイト その他の機能
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働き方・休み方改善ポータルサイト 事例検索
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働き方・休み方改革を進めるための支援施策
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働き方・休み方改善コンサルタント 配布資料
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